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2023年春季号外 日本共産党島根県委員会 ℡0852-24-2444 日本共産党の見解を紹介します。 

「老朽原発の運転期間延長」   「軍事費４３兆円」の財源に大増税、社会保障切り捨て 

政府見解「専守防衛」を投げ捨て、他国領域への「敵基地

攻撃能力」を保有。大軍拡の財源は国民に増税、社会保障の

切り捨てか・・・。 

日本共産党は結党以来１００年、反戦平和をつらぬいてき

た党として、この危険な動きにキッパリ対決します。 

３０年を超えた島根原発２号機 

知事が再稼働を同意 

 

島根でも自民などと癒着 

島根原発の半径３０キロ圏内には４６万人が生活。 

自力で避難ができない要支援者は国内最多の５万２千人。 

●２号機の再稼働同意は撤回を 

 共産 自民 公明 民主 無会派 

島根原発２号機の再稼働に同意しな

いよう求める請願（2022年 5月議会） 
〇 × × △ × 

インボイス制度中止の請願 

（2021年 9月議会） 
〇 × × × × 

コロナ禍における少人数学級維持を

求める請願（2021年 2月議会） 
○ × × × × 

議員の期末手当（賞与）引き上げの

議案（2022年 11月議会） 
× ○ ○ ○ ○ 

 

統一協会関連会合に自民党県議５人が出席。 

統一協会系のイベントに立憲民主党県議１人が参加。 

●宗教法人法に基づく解散命令を 

 

タガ外れた 

危険な暴走始める 

老朽原発再稼働、敵基地攻撃能力の保有、物価値上げラッシュ、統一協会との癒着――。 

松江から岸田政権にノーを示すときです。政治を変える力を大きくするために、日本共産党を伸ばしてください。 

“９条の国”から“戦争する国”へ 

くらし壊す大軍拡政治ストップ！ 河野元総裁「反撃能力は威嚇だ」 

古賀元幹事長「憲法９条 脅かされる」 

自民党の河野洋平元総裁は「反撃能力（敵基地

攻撃能力）は威嚇だ。明らかに武力による威嚇を予

算化しようとしている」と指摘。古賀誠元幹事長は

「完全に専守防衛を逸脱してしまう」「憲法９条も脅

かされるのではないか」と警鐘を鳴らしています。 

●島根原発について 

（日本共産党・市民アンケートより） 

●統一協会ついて 

高額献金の強要、霊感商法、集団

結婚など被害者の救済に全力を。 

（５０代） 

安倍元首相、細田衆院議長や自民党

との関係をしっかり調べてほしい。 

（２０代） 

○賛成、×反対、△会派で態度わかれる 
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コロナ禍、物価の高騰、統一協会との癒着など、

政治のあり方が問われています。日本共産党は市民

アンケートの声にこたえて、命とくらしを守る政治へ全力

をあげます。 

（日本共産党・市民アンケート中間集計と寄せられた声より） 

●暮らし向きについて ●議会、議員に望むこと ●コロナ対策で望むこと 

１位 国民健康保険料の負担軽減 

２位 無駄な公共事業の削減 

３位 介護保険料・利用料の軽減 

４位 医療体制の充実 

５位 省エネ・再生可能エネルギーの普及 

●県政・市政に望むこと（上位５項目） 

（日本共産党・市民アンケートより） 

●国民健康保険料の引き下げ 

●介護保険の負担軽減 

●水道料金値上げストップ 

●これ以上の病床削減中止 

●学校給食費ゼロ 

●１８歳まで医療費ゼロ 

●０～２歳児の保育料ゼロ 

●防災・減災対策を 

最優先に 

●松江北道路（250億円） 

の見直し・中止を 

松江市 尾村としなり（現） 出雲市 大国陽介（現） 

原発ゼロで“ブレない” 
原発メーカーや電力会社から献金を受け取らない党だから 

高齢者世帯、要支援者の方からは「事故が起こっても

避難できない、避難しない」との声が寄せられています。 

国は物価高騰対策に本腰を 
国民の「苦難軽減」が立党の精神 

軍事費の増額ではなく、医療、

介護、子育ての充実に税金を使

うべき。 

（３０代） 

農林水産業や地元業者にもっ

と支援の手を差し伸べて。 

（６０代） 

１位 住民の声を議会に届けてほしい 

２位 無駄づかいのチェック 

３位 行政や議会の様子を知らせてほしい 

（上位３項目） 

汚れたおカネをもらう政治家

は信頼できない。ウソをつかな

いで。 

（１０代） 

島根の希望ある道は、原発ゼロを決

断し、省エネ・再エネ推進で新たな産業

と雇用をつくることではないでしょうか。 

軍事費２倍より 

●中小業者を支援して 最低賃金 時給１５００円に 
増えた大企業の内部留保を賃上げに 

●消費税５％へ緊急減税、インボイス中止 
物価高に見合う年金アップ、高齢者の医療費負担増は中止 


